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東アジア共同体構想と農業

〔要　　　旨〕

１　東アジア地域では，FTAなどの経済連携が盛んになっている。そのなかで大きな役割を

果たしているのがASEANである。ASEANは域内で関税を引き下げるAFTAを推進して

おり，また，ASEANと日中韓３国，さらにはその他の国・地域との連携が進んでいる。

２　東アジアの経済は域内分業と輸出産業の発展，域内における市場の形成により，相互の

結びつきを強めつつ発展している。これを反映し，この地域の貿易は，近年，「駆け出し

た」と形容してよいような急速な変化を遂げつつある。ASEAN＋３でみてもASEANで

みても，貿易の急拡大が見られ，域内貿易も高い水準にある。AFTAの形成および，

ASEANと日中韓３国が進めているFTAが実施されていけば，このような動きはさらに加

速されていこう。

３　東アジア地域をめぐっては，「東アジア共同体」などの地域構想が提唱されている。し

かし，その範囲はASEAN＋３から，それにオーストラリア，ニュージーランド，インド

も含むものなどさまざまである。わが国が地域構想を考えるにあたっては，分業や投資等

で結びつきつつある経済実態や歴史的つながり等を考えると，まず東アジア地域での戦略

的対応を中心に置くべきである。

４　FTAや共同体形成のためにはまずわが国の農業の市場開放が必要，という議論は，わが

国の食料自給率の低さ，将来の食料需給の逼迫と農業生産の不可逆性から考えると目先し

か見ない議論であり，適切な国境措置は今後とも必要である。農業以外にも，人の移動や

環境問題など，市場原理だけで律することのできない重要な問題は多い。これらについて

の相互理解と協力関係を進めることが，東アジアにおける共同体等のより高いレベルの地

域構想具体化の基礎になろう。
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アジアにおける経済連携が急速に活発化し

てきた。

そのなかで重要な役割を果たしているの

が，ASEANである。ASEANは1967年に

インドネシア，マレーシア，フィリピン，

シンガポール，タイが参加して発足，99年

のカンボジア加盟によって10か国が加盟す

る現在の姿になった。当初は政治的連合体

の性格が強かったが，冷戦が終結するなか

で，地域協力が前面に出てくる。97年の第

２回ASEAN非公式首脳会談では，2020年

までのA S EAN共同体実現を目指す

「ASEANビジョン2020」を採択，その行動

計画として「ハノイ行動計画」（98年），

「ビエンチャン行動計画」（04年）が採択さ

れた。また，03年の首脳会議で署名された

「第二ASEAN協和宣言」では「ASEAN安

全保障共同体」「ASEAN経済共同体」

「ASEAN社会・文化共同体」の３つを目指

すことがうたわれ，さらに，05年の首脳会

議では，「ASEAN憲章」を策定することで

近年，東アジアにおけるFTAなどの経

済連携への動きが盛んである。そして，

｢東アジア共同体｣など地域構想も，さまざ

まな形で提唱されるようになった。

本稿では，最初に，この地域における経

済連携への取組みについて概観し，次に，

最新の貿易データにより，東アジア地域に

おいて生じている貿易の急激な変化を見

る。最後に，さまざまな意見が交わされて

いる東アジアにおける経済連携や共同体の

あり方について検討することとしたい。

（１） ASEANの発展

FTA等を通した地域間の経済連携は，

かつてはEU，NAFTAに見られるように

欧米が先行して進められたが，90年代以降
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合意した。そして07年１月には共同体創設

目標年を５年前倒しして2015年とするな

ど，共同体形成に向けての取組みが続けら

れてきている。

経済協力面では，92年の首脳会議におい

て，AFTA（ASEAN自由貿易地域）が合意

され，93年からCEPT（共通有効特恵関税）

スキームが開始された。これは，一定の除

外品目を認めつつ，最終関税率（０～５％）

までの関税引下げを行うものであり，

ASEAN原加盟国（当初加盟５か国およびブ

ルネイ）は02年，ベトナムは03年，ミャン

マーは05年，カンボジアは07年を目標年と

して実施されてきた。この結果，ASEAN

事務局ホームページによれば，04年現在

CEPT対象品目中関税率が５％以下の品目

が占める割合は，原加盟国で99.5％，新規

加盟国で66.6％，ASEAN全体で90.2％に達

している。そして，原加盟国は2010年，新

規加盟国は2015年を目標として全産品の輸

入関税を撤廃する計画である。

（２） 東アジアでのFTAの進展

このようななかで，ASEANと域外国・

地域とのFTAへの取組みが進んでいる。

ASEANは02年，中国と「枠組み協定」

を締結，05年から鉱工業品の関税引下げを

開始した。10年（新規加盟国は15年）まで

に関税撤廃を行う予定である。また農産品

については，03年10月から06年１月にかけ，

先行して関税を引き下げるアーリーハーベ

スト措置を開始した。さらにASEANは，

インド，韓国と枠組み協定ないし物品協定
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に署名済であり，日本とは07年５月に大枠

合意が行われた。ASEANはさらに，オー

ストラリア・ニュージーランドと交渉中で

あり，EUとも交渉入りが見込まれるなど，

ASEANはアジア域外も含めてFTAへの取

組みを活発化させている。

これに加え，ASEAN加盟各国や日中韓

各国が個別に結ぶFTAも増加しており，

協定の複雑な網の目が形成されつつある。

（１） 駆け出した東アジアの貿易

ここでは，東アジア地域において00年代

に入り生じている貿易の急激な変化を，最

新の貿易データによりつつ見ていく。
（注１）

なお，

紙幅の制約もあるので，農林水産物以外の

品目については概括的に取扱い，農林水産

物についてやや詳しく見ていく。

インドネシア，マレーシア，フィリピン，

シンガポール，タイのASEAN５か国（以

下「ASEAN５」という）と日中韓３国を合

わせた東アジア地域の貿易動向を表したの

が，第１図である。

これは，「貿易額」（輸出と輸入の合計。

以下同じ）とそれに占める域内貿易の比率
（注２）

を表したものである。貿易額は，ASEAN５

＋日中韓で見ても，ASEAN５で見ても，

03年以降急速な拡大を開始し，近年はその

テンポをさらに速めつつある。また，域内

貿易比率は，ASEAN５＋日中韓では，こ

の拡大期の前半に上昇し，後半に低下して

いるが，このような貿易の拡大のなかにあ

２　緊密化が進む東アジア経済
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っても00年の水準を維持しており，域内の

貿易も同時に活発化していること

がわかる。

この地域では，日本および中

国 の 貿 易 規 模 が 大 き い が ，

ASEAN５についてのみ見た貿易

額も急速に増加しつつあり，また

域内貿易比率も上昇している。日

中韓の貿易拡大に合わせて

ASEAN５自体の貿易も活発化し

ていることがわかる。

さらに，06年の貿易額を輸出

側および輸入側のマトリックスで

表したのが第１，２表である。00

年から06年にかけて，中国の輸出

は４倍近い伸びを示して日本の輸

出額を大きく上回るに至った。こ

の６年間の変化をみると，中国は

「ASEAN５＋日中韓」以外の地
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域およびASEAN５への輸出を大きく伸ば

している。一方，日本，韓国，ASEAN５

は中国への輸出の伸びが大きい。この結果，

「ASEAN５＋日中韓」地域への輸出比率は，

日本33.3％（00年は26.5％），中国20.4％（同

27.3％），韓国38.0％（同33.1％），ASEAN５

46.0％（同41.9％）となった。域内分業の発

展と高い経済成長の下で，これら地域の経

済が貿易によってますます強く結ばれると

ともに，域外に対しては，中国の輸出の突

出が目立つ。

このように，東アジア地域は，域内貿易

の比率を維持・上昇させつつ，「駆け出し

た」と形容してよいような拡大と変容を見

せている。

資料　 World Trade Atlasから筆者作成 
（注）　本文（注１）参照 
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（注１）
１　ここで用いる貿易データは，貿易
統計データベース World Trade
Atlasによる（原データは各国統計）。

２　各国の輸出データを基本とする。
３　貿易統計においては，輸出データ
はFOB，輸入データはCIF価格であ
る。このため輸入データを用いる場
合は，下記によりFOBベースに換算
した。従って，本稿における輸入デ
ータおよび貿易収支は，貿易統計お
よび国際収支統計上の数値と一致し
ない。
FOB価格＝CIF価格×0.9

４　ASEAN加盟国中，ブルネイ，カ
ンボジア，ラオス，ミャンマー，ベ
トナムの詳細なデータは得られない
ので，貿易相手国側のデータを採用した。こ
のため，これら５か国の間の貿易は把握でき
ない。このような制約があるため，本稿では，
ASEAN５か国について見る場合と，ASEAN
全10か国について見る場合とがある。

５　インドネシアの06年値は，05年12月～06年
11月の実績である。

６　品目分類は，HS分類（国際統一商品分類）
の２桁コードにより下記のとおりとした。

（注２）域内貿易比率は，「ASEAN５＋日中韓」な
いし「ASEAN５」を一つの地域として見た場
合の域内貿易の割合であり，下記により算出し
た。
（域内輸出額＋域内からの輸入額）
÷（輸出総額＋輸入総額）×100（％）

（２） 部門別に見た貿易の変化

次に，ASEAN５＋日中韓の地域の貿易

動向を部門別に見ることにする（第３表）。

まず，農林水産物と非農林水産物の別に

見ると，貿易額の95％を非農林水産物が占

めている（06年）。また，00年と対比する

と，農林水産物も着実に増加してはいるも
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のの，非農林水産物の伸びが大きい。

農林水産物についてさらに内訳を見る

と，農産物の貿易の伸びが大きく，域内貿

易比率は水産物が高くなっている。

このような変化の背景としては，非農林

水産物においてはASEAN＋日中韓おける

域内分業の発展と輸出産業の発展や，地域

内における市場の拡大があげられ，また農

林水産物においては，AFTAおよび中国－

ASEANのFTAの形成の影響があげられよ

う。

（３） 日中韓３国とASEANの貿易

日中韓３国およびASEANは，貿易を急

速に増加させつつも，異なる動き方をして

いる。ここでは，その両者の関係について

さらに詳しくみていきたい。

日中韓３国対ASEAN（全10か国）の貿

易においても，非農林水産物の比率が圧倒

的に高く，また，00年から06年への増加率

も高い（第４表）。国別には，各部門ともに，

中国とASEANの貿易の増加が顕著である。

（単位　百万ドル，％）
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０１, ０２, ０４～１５, １７～２４ 

０３, １６ 

４４, ４５ 

全品目－農林水産物 
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非農林水産物においては，日本と韓国は

貿易額を伸ばし，ASEANに対する貿易収

支の黒字を維持している。一方，中国は，

日本・韓国を大きく上回る貿易額の伸びを

示しているが，対ASEAN貿易収支はマイ

ナスであり，00年から06年にかけマイナス

幅が拡大している。この背景には，日本，

韓国は，ASEAN諸国市場に向けた製品の

輸出に加え，機械や中間製品を輸出し，

ASEAN諸国で生産した製品が域外に輸出

されるという流れの起点にあるのに対し，

中国は，ASEAN諸国からの原材料や半製

品の輸入も多くまた全世界に対する製品輸

出が急増しているという貿易構造の違いが

ある。しかし一方では，中国からASEAN

諸国への輸出額も大きく増加している。最

終製品の中国からASEAN諸国への流れも

今後ますます強まるであろう。
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農林水産物においては，農産物および水

産物の貿易の伸びが高い。そして，農産物

では，日中韓３国ともに，対ASEAN貿易

収支はマイナスであり，00年と比較してマ

イナス幅は拡大した。ここでは，農産物の

貿易変化の中身を見るために，農産物の貿

易額の増加の大きい品目の貿易動向を表し

た（第５表）。

ここから読み取れることを３点あげる

と，第一に，中国の経済発展等に伴う需要

（単位　百万ドル，％） 

 
全品目 

農林 
水産物 

非農林 
水産物 

 
農産物 

 
水産物 

 
林産物 

資料, （注）とも第１図に同じ 

第4表　日中韓３国の対ASEAN貿易 

１４８，１４３ 
１５１，９０８ 
５８，８３４ 

９，０９６ 
８，８６４ 
２，０４２ 

１３９，０４７ 
１４３，０４５ 
５６，７９２ 

２，８９１ 
６，７７７ 
９６５ 

３，１１５ 
５８４ 
４５４ 

３，０９０ 
１，５０３ 
６２３ 

日本 
中国 
韓国 

日本 
中国 
韓国 

日本 
中国 
韓国 

日本 
中国 
韓国 

日本 
中国 
韓国 

日本 
中国 
韓国 

０６年 

貿易額 対ＡＳＥＡＮ貿易収支 

１２１．４ 
４０７．３ 
１６１．６ 

１１４．３ 
２２４．３ 
１５４．３ 

１２１．９ 
４２９．０ 
１６１．９ 

１２７．５ 
２９５．８ 
１６２．９ 

１０７．２ 
３５２．６ 
２１２．９ 

１１０．８ 
１００．５ 
１２０．４ 

０６/００ 

４，６５６ 
△９，２６０ 
５，２９６ 

△８，３８６ 
△２，３２０ 
△１，５２６ 

１３，０４２ 
△６，９４１ 
６，８２２ 

△２，５１９ 
△１，７０３ 
△５７５ 

△２，８１５ 
２８２ 

△３３４ 

△３，０５２ 
△８９９ 
△６１７ 

０６ 

△１０，２１５ 
△６，６３０ 
１，４３３ 

△９０１ 
△１，１３４ 
△５０７ 

△９，３１４ 
△５，４９６ 
１，９４０ 

△５７２ 
△１，９１４ 
△２１１ 

△３４ 
２８４ 

△１９３ 

△２９６ 
４９６ 

△１０３ 

００年比 
増減 

（単位　百万ドル）

１５ 

ＨＳ 
分類 

主な内容 国名 

資料　第１図に同じ      
（注）　HS2桁分類で見た, 貿易額の増加の大きい農産物上位10

品目について表したもの。本文（注1）参照。     

第5表　日中韓３国の対ASEAN貿易（主要農産物） 

３５１ 
２，４９４ 
１４７ 

１２１ 
１，２０４ 

３４ 

５４８ 
７５９ 
１８７ 

２５２ 
１６５ 
５５ 

２２９ 
１６７ 
５０ 

１６１ 
２３８ 
４５ 

５５ 
２３３ 
２２ 

２２０ 
１６８ 
９６ 

１８６ 
７５ 
１４ 

２４１ 
８４ 
１３６ 

１３７ 
１，９２０ 

４８ 

２７ 
１，０９４ 

６ 

１２１ 
４７５ 
１０１ 

９８ 
１３０ 
４０ 

６８ 
１２５ 
３５ 

３２ 
１６０ 
１９ 

６ 
２０１ 
４ 

７１ 
１２２ 
△９ 

１０９ 
５０ 
５ 

４９ 
７ 
６５ 

△３２７ 
△２，４３０ 
△１３５ 

△１１９ 
７９ 

△３４ 

△５４６ 
４５ 

△１７５ 

△１４２ 
１２９ 
２３ 

△１９５ 
△２７ 

０ 

△１５５ 
２２４ 
△４３ 

△９ 
△９３ 

８ 

△２１０ 
１５ 

△４４ 

△１７４ 
△６１ 
△１４ 

△２１５ 
１６ 

△７８ 

△１３９ 
△１，８６８ 

△３８ 

△２５ 
１３ 
△６ 

△１２３ 
５７ 

△１０５ 

△７４ 
１０８ 
１７ 

△６６ 
△６１ 
△５ 

△２８ 
１５６ 
△１７ 

△１２ 
△８９ 
△４ 

△７１ 
１４ 
△７ 

△１０３ 
△３６ 
△５ 

△５１ 
△１ 
△３５ 

日本 
中国 
韓国 

日本 
中国 
韓国 

日本 
中国 
韓国 

日本 
中国 
韓国 

日本 
中国 
韓国 

日本 
中国 
韓国 

日本 
中国 
韓国 

日本 
中国 
韓国 

日本 
中国 
韓国 

日本 
中国 
韓国 

０６年 

貿易額 対ＡＳＥＡＮ 
貿易収支 

００年比 
増減 ０６ ００年比 

増減 

動植物性 
油脂, 調 
製食用脂 

０７ 
 
野菜 

０８ 
 
果実 

２１ 各種調製 
食料品 

１９ 
穀物調製 
品, ベーカ 
リー製品 

２０ 
野菜,  
果実等 
調製品 

１１ 穀粉, 
でん粉 

１７ 糖類,  
砂糖菓子 

１８ ココア,  
同調製品 

２３ 食品残渣, 
調製飼料 
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増加により，中国のASEANからのパーム

油等油脂類の輸入が劇的に増加したことで

ある。第二に，野菜，果実にかかる中国と

ASEANの貿易が増加し，中国の収支の黒

字が拡大したことである。ここには，中国

とASEAN間でスタートしたFTA，特に，

農林水産物についてアーリーハーベストと

して実施された関税率引下げの影響が表れ

ている。第三に，調製食料品（おおむねHS

分類16～24が該当）の貿易が増加している

ことである。経済成長は食品産業の成長を

促してくる。このような貿易の動きは，今

後ますます強まるであろう。

以上，ASEANを５か国ないし10か国全

体としてみてきたが，ASEAN諸国は大き

な経済格差を抱えており，発展のスピード

も異なっている。第６表は，農産物につい

ての個別国間の貿易動向を表したものであ

る。中国からの輸出先，日中韓３国の輸入

先をみると，インドネシア，マレーシア，

フィリピン，シンガポール，タイの５か国

の貿易が圧倒的に多い。後発加盟国のうち

ではベトナムが貿易を急速に拡大し，原加

盟国にキャッチアップする勢いを見せてい

るが，その他のカンボジア，ラオス，ミャ

ンマーの３か国との差は歴然としている。

本稿には掲載していないが，非農林水産

物を含む全品目ベースでみても，同様の傾

向にある（なお，ブルネイは原油，LNGの輸

出が多い点で，ASEAN後発４か国と異なっ

ている）。

（４） 高い経済成長が続く東アジア

このような貿易の変化の背景には，東ア

ジア経済の大きな変化がある。

この地域では，日本に次いで，韓国，香

港，台湾，シンガポールのアジアNIESが

成長軌道に乗り，次いでASEAN地域が高

い成長を始めた。 9 7年の通貨危機は，

ASEAN諸国の成長を一次停滞させたが，

00年代に入り，国により格差はあるものの

比較的高い成長を続けている（第７表）。

次に，00

年前後から

の特徴は中

国経済の急

成長が顕著

になったこ

とである。

こ れ は

ASEANと

比較して，

中国に対す

る外国から資料, （注）とも第１図に同じ 

第6表　ASEAN＋３の貿易動向（農産物, ０６年） 

輸　入　国 

輸
　
出
　
国 

ブルネイ 

カンボジア 

インドネシア 

ラオス 

マレーシア 

ミャンマー 

フィリピン 

シンガポール 

タイ 

ベトナム 

日本 

中国 

韓国 

 

 

６ 

 

８２ 

 

０ 

５５ 

２７ 

 

０ 

２ 

０ 

ブルネ 
イ　　 

 

 

６５ 

 

９ 

 

３ 

３８ 

２７４ 

 

０ 

１４ 

１ 

カンボ 
ジア　 

０ 

０ 

 

０ 

３２１ 

１０ 

６１ 

３５９ 

４０５ 

７４ 

１９ 

５２９ 

６１ 

インド 
ネシア 

 

 

１ 

 

０ 

 

０ 

３７ 

１２３ 

 

０ 

０ 

０ 

ラオス 

４ 

１ 

８９３ 

０ 

 

３４ 

７９ 

４５９ 

５０８ 

１７３ 

２０ 

６４１ 

１５ 

マレー 
シア　 

 

 

７５ 

 

７２ 

 

０ 

８３ 

１４８ 

 

０ 

７６ 

０ 

ミャン 
マー　 

０ 

０ 

１３６ 

０ 

２００ 

１ 

 

１６９ 

２３８ 

３７９ 

１５ 

３８４ 

４０ 

フィリ 
ピン　 

１ 

２４ 

５９０ 

０ 

１，０２１ 

１６ 

５６ 

 

２１４ 

５８ 

６１ 

２６５ 

２１ 

シンガ 
ポール 

０ 

６ 

７１ 

１５ 

２５７ 

２０ 

１０２ 

２７４ 

 

２２ 

４８ 

３１１ 

３１ 

タイ 

 

 

１３４ 

 

２３９ 

 

４７ 

２３１ 

２１４ 

 

２３ 

３１５ 

２６ 

ベトナ 
ム　　 

０ 

０ 

２０４ 

０ 

４４２ 

２２ 

５７０ 

５６３ 

９６７ 

１４７ 

 

４，１４８ 

７１０ 

日本 

０ 

３ 

１，０４１ 

５ 

１，６２１ 

１７ 

６４ 

２８８ 

１，０２５ 

３０２ 

１４９ 

 

２６０ 

中国 

０ 

０ 

９２ 

１ 

１３５ 

１ 

１４７ 

４３ 

１０４ 

７７ 

１８７ 

１，６５５ 

 

韓国 

（単位　百万ドル） 
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る。中国とASEANの野菜貿易のように，

その影響が目に見える形で表れているもの

もあるが，全体として，FTAなどの経済

連携がどの程度このような貿易動向の原因

になっているのについては，今しばらく経

過を見たうえでより詳細に分析する必要が

あろう。

（１） 東アジア共同体をめぐる構想

ASEAN諸国の成長とAFTA形成への着

実な取組みは，ASEANを含めた東アジア

地域の経済統合や共同体形成を目指すさま

ざまな構想を生み出してきている。

東アジアの地域構想の形成に大きな役割

を果たしてきたのは，97年12月に始まり年

に１回開催されてきたASEAN＋３首脳会

議である。99年11月の第３回会議では，

「東アジアにおける協力に関する共同声明」

が採択され，ASEAN＋３諸国が政治・安

全保障・経済・文化等幅広い分野で地域協

力を強化することが表明された。

その後，東アジア地域の統合をめぐって，

具体的な提言が出されてくる。01年11月の

第５回ASEAN＋３首脳会議において，金

大中韓国大統領（当時。以下同じ）からは

「東アジアサミット」および「東アジア自

由貿易地域」の検討について提案が行われ

た。02年１月には小泉首相がシンガポール

で演説を行い，東アジアコミュニティ

（「共に歩み共に進むコミュニティ」）構想を

の対内直接投資が大きく増加していること

からも裏付けられる（第８表）。この結果，

東アジア地域の経済は，ASEAN＋日中韓

（以下「ASEAN＋３」という）全体の相互

連関のなかで見る必要が高まってきた。東

アジア地域は，域内分業と域外貿易の拡大，

それぞれの国内市場の発展のなかで，緊密

な関係を強めつつ成長するようになってお

り，このような関係は，もはや後戻りする

ことのできないものになっている。

この地域におけるFTAの進展は，この

ような経済の動きにも影響を及ぼしてく

（単位　億ドル） 

ブルネイ 
カンボジア 
インドネシア 
ラオス 
マレーシア 
ミャンマー 
フィリピン 
シンガポール 
タイ 
ベトナム 

ASEAN計 

日本 
中国 
韓国 

資料　国連”Ｗｏｒｌｄ Ｉｎｖｅｓｔｍｅｎｔ Ｒｅｐｏｒｔ ２００６”   

第8表　対内直接投資残高 

０ 
０ 
８９ 
０ 

１０３ 
３ 
３３ 
３０５ 
８２ 
１７ 

６３２ 

９９ 
２０７ 
５２ 

９０年 

３９ 
１６ 
２４８ 
６ 

５２７ 
３９ 
１２８ 

１，１２６ 
２９９ 
２０６ 

２，６３４ 

５０３ 
１，９３３ 
３７５ 

００ 

９３ 
２５ 
２１１ 
７ 

４７８ 
４９ 
１４０ 

１，８６９ 
５６５ 
３１１ 

３，７４８ 

１，００９ 
３，１７９ 
６３２ 

０５ 

（単位　％）

ブルネイ 
カンボジア 
インドネシア 
ラオス 
マレーシア 
ミャンマー 
フィリピン 
シンガポール 
タイ 
ベトナム 
日本 
中国 
韓国 

資料　（財）国際貿易投資研究所「国際比較統計」 

第7表　実質GDP成長率 

２．８ 
８．４ 
… 
５．８ 
８．９ 
… 
４．０ 
… 
４．８ 
６．８ 
２．８ 
８．４ 
８．５ 

００年 

３．０ 
７．７ 
３．８ 
５．８ 
０．３ 
１１．３ 
３．４ 

△２．３ 
２．２ 
６．９ 
０．４ 
７．２ 
３．８ 

０１ 

２．８ 
６．２ 
４．４ 
５．９ 
４．４ 
１２．０ 
５．５ 
４．０ 
５．３ 
７．１ 
０．１ 
８．９ 
７．０ 

０２ 

３．８ 
８．６ 
４．７ 
５．８ 
５．５ 
１３．８ 
４．９ 
２．９ 
７．０ 
７．３ 
２．１ 
１０．２ 
３．１ 

０３ 

１．７ 
１０．０ 
５．１ 
６．９ 
７．２ 
… 
５．０ 
８．７ 
６．２ 
７．７ 
２．７ 
９．９ 
４．７ 

０４ 

… 
１３．４ 
５．６ 
７．３ 
５．２ 
… 
４．８ 
６．４ 
４．５ 
８．５ 
３．１ 
… 
４．０ 

０５ 

３　統合へむけてのさまざまな

構想と課題



提案した。そのなかでは，ASEAN＋３の

枠組みを最大限に活用しつつ，オーストラ

リア・ニュージーランドの参加，さらには

インド等との連携も重要であるとされた。

さらに，03年１月の日中韓首脳会談におい

て，朱鎔基中国首相から，中日韓FTA検

討の提案が行われた。

こうした経過のなかで，明らかになって

きたのは，中国，韓国が考えている

ASEAN＋３で連携を進めるのか，日本が

「開かれた地域主義」との表現で提案する，

オーストラリア，ニュージーランド，イン

ドも含めたより広い範囲で考えるのかとい

う問題である。05年12月にはクアラルンプ

ールにおいて，ASEAN＋３首脳会議およ

びこれにオーストラリア，ニュージーラン

ド，インドを加えた第１回の東アジア首脳

会議（EAS）が開催された。ここで採択さ

れたEASの宣言では，EASがこの地域にお

ける共同体形成において重要な役割を果た

しうるとされ，一方ASEAN＋３首脳会談

の宣言では，ASEAN＋３が東アジア共同

体を達成するための主要な手段であるとさ

れた。

本（07）年末にシンガポールの開催され

る第11回ASEAN＋３首脳会議では，「東ア

ジア協力に関する第二共同声明」が発出さ

れる予定であるが，この地域の協力をどの

ような枠組みで進めるのか，共通認識化を

図るための一層の努力が必要である。

（２） 長期的な戦略を明瞭に

東アジアの連携に関するわが国の対応に
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欠けているところを挙げれば，経済連携を

進めるにしても，「共同体」的方向を目指

すにしても，それは何故，どのようなプロ

セスで，どのような姿を目標として取り組

むのかという，長期的な戦略が必ずしも明

瞭でないことである。

FTAは，協定当事国以外の国は不利な

立場に置かれることから，それを回避する

目的で，連鎖的にFTAの拡散をもたらす。

しかし，だからまずはFTAを結ぶという

ような目先の対応では不十分である。現在，

ASEAN域内はAFTAを推進し，日中韓各

国はそれぞれASEANとのFTAを推進して

いる。これらが全体として完成した時を想

像すると，わが国の企業はFTAによるメ

リットを享受するだけでなく，ASEAN＋３

の広い土俵におけるより厳しい競争に直面

することにもなろう。一方で東アジアには

経済の困難を抱えている国も少なくない。

当面の利益によって動くのではなく，この

地域全体の共存共栄をいかにして図るかの

観点から，経済連携の長期的戦略を打ち立

てる必要がある。

共同体について触れるならば，谷口誠氏

は「いくら望んだとしても，日本はNAFTA

にもEUにも加盟することはできないし，

同様に，米国もEUに加盟することはでき

ない。地域統合とはそのようなものであ

る。」と述べているが，
（注３）

これは厳然たる現

実であろう。地域ブロック化を志向すべき

であると主張するつもりはないし，東アジ

ア諸国の経済水準に大きな格差があり政治

面でも民主主義や人権の確立面でも問題は



少なくない。文化面でも，多様性に富んで

いる。短期間のうちにEU並みの統合を果

たすのは，困難であろう。そうではあって

も，地域内分業関係の構築や共通の市場を

形成するうえで，地理的近接性は欠かせな

い要素であるし，21世紀における世界の成

長センターといわれ，現に急速に結びつき

ながら発展している東アジア（ASEAN＋３）

という地域単位は重要である。文化面でも，

長い歴史を振り返れば，わが国を含む東ア

ジア地域は，欧米諸国と対比して独特のつ

ながりをもっている。地域構想という場合，

まず東アジア地域の将来の発展方向を描

き，長期的な戦略に裏付けられた対応をす

ることが重要であると考える。

（注３）谷口（2004）ｘページ

（１）「FTAのために農業の市場開放を」

は目先しか見ない議論

東アジア諸国の経済は農業の比重が高い

ことから，FTAや東アジアの共同体に前

向きに取り組むべきだとする主張の多く

は，わが国の農業保護がそれを進めるうえ

でのネックであり，わが国は大胆に農業の

市場開放を行うべきだとする。しかし筆者

は，これは目先の利害にとらわれた議論で

あり，必要な国境措置は維持すべきである

し，その中で共同体を形成していくことが

可能であると考える。

まず，わが国の食料自給率は供給熱量ベ
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ースで40％（02年）と先進国中異常に低い

水準であり，また，食料を大量に消費する

国として人口１億人以上の国の穀物自給率

を見ると，わが国以外で最も低いナイジェ

リアでも82％を確保しており，わが国の

28％は極端に低い（01年）。食料だけでな

くエネルギーの自給率も低いのだという声

もあるが，物理的な制約からいかんともし

がたいエネルギーと，努力次第で一定の自

給が可能な食料とを同列視する議論は真面

目なものとも思えない。

次に，市場原理に委ねるといっても，市

場は，現在と将来の間の食料の需給調整を

十分に行うことはできないことを見落とし

てはならない。将来食料需給の逼迫をもた

らす可能性のある問題としては，以下に掲

げるようなことが挙げられるが，農業はい

ったん放棄すると生産の回復は極めて困難

である。したがって，市場は，現在の需給

調整はできても，将来との間での需給調整

を完全に行うことはできないことに留意し

なければならない。

①人口増加と所得向上による需給逼迫

世界の人口は05年の65億人から2050年に

は91億人に増加し，この増加は発展途上地

域で生じると予測されている。
（注４）

そして，発

展途上地域における経済の発展は，食料へ

の需要を一層高める。現に，近年は中国の

経済成長の結果，中国の穀物の大量輸入が

開始され，水産物や畜産物などをわが国が

「買い負ける」現象が注目されている。

②低価格食料供給国経済の将来の変化

現在発展途上国から輸入される低価格の

４　経済連携と共通課題への対応

――農業は経済連携の障害か――
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食料は，これらの国の農村における，過剰

人口と貧困によって可能とされている。し

かし，これらの国はいつまでもこのような

農業を継続することを希望してはいない。

第２次・第３次産業を発展させて労働力を

そちらに移動させ，農業はより付加価値の

高い産業に転換させることを望んでいる。
（注５）

③先進国輸出農業の脆弱性

北米やオーストラリアなど，新大陸を切

り開いて成立した農業は，コストは低いも

のの，乾燥地帯にあることによる水資源の

制約，地下水汲み上げによる土壌の塩分集

積，土壌流失，温暖化による干ばつ懸念な

どが，以前から指摘されてきた。それが今

オーストラリアにおいて，深刻な問題とし

て現実化している。オーストラリアではも

ともと干ばつが生じやすい問題を抱えてい

たが，昨年はかつてないといわれる深刻な

干ばつの打撃をうけ，第９表に見るとおり，

穀物生産は深刻な打撃を受けている。とく

に水を大量に使用する米は壊滅的である。

96年の米不足の際に輸入されたオーストラ

リア米は食味が評価され，米の市場開放を

求める声の拠りどころにもなったが，ピー

クでは160万トンを超えた生産量が今年は

11万トンに激減する。温暖化の進行は，こ
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のような問題を一層促進してくると考える

必要がある。

このようなことを考慮すると，わが国の

農業を維持できる枠組みはどうしても必要

である。また次節で触れるように，わが国

が農産物市場を開放するのと引き換えに相

手国に工業品やサービスの市場開放を徹底

的に要求するだけでは，さまざまな問題が

生じる。国境措置を可能な範囲で削減して

いくことは必要ではあるが，さらに，アジ

ア諸国の経済へのさまざまな支援を通し

て，その産業構造の転換とバランスのとれ

た成長に協力することが望ましい。また農

業についても，遅れた流通インフラの整備，

農民組織の育成，食品の安全性の向上，食

品産業の展開等への協力を通して農民の生

活向上を支援することなど，総合的な対応

が図られるべきである。そして，さらに広

範な協力としては，食料の共通備蓄・融通

制度や，広域的な需給調整などの共通政策

もありえよう。

これらは全体として，アジア諸国が貧し

い農業に依存しない経済に脱却するととも

にわが国の食料の安全保障を確保すること

につながるし，ひいては，この地域の成長

によって形成される大きな市場は，わが国

の企業にとっても大きなチャンス

になろう。

（注４）国連“World Population
Prospects : The 2004 Revision”

（注５）この点については，ベトナムを例
に具体的な分析を行ったので，石田
（2006）を参照されたい。

（単位　千トン，％） 

小麦 
大麦 
ソルガム 
菜種 
米 

１２，９８０ 
４，７３９ 
８８９ 
９６２ 
１０５ 

資料　豪州農業資源局 ”ａｕｓｔｒａｌｉａｎ ｃｒｏｐ ｒｅｐｏｒｔ ｎｏ．１４１ ”（２００７．２．２０）     

第9表　オーストラリアの主要穀物生産見通し 

作付面積 

２５，０９０ 
９，８６９ 
２，０１９ 
１，４４１ 
１，０４８ 

生産量 

０５－０６年 

１１，１３８ 
３，９００ 
４２７ 
９４４ 
１２ 

作付面積 

９，８１９ 
３，７２２ 
９９６ 
５１３ 
１０６ 

生産量 

０６－０７ 

△１４ 
△１８ 
△５２ 
△２ 
△８９ 

作付面積 

△６１ 
△６２ 
△５１ 
△６４ 
△９０ 

生産量 

増減率 



これらの発展の芽を摘みかねない。だから

こそ，AFTAにおいても，原加盟国と後発

加盟国では異なる自由化スケジュールを設

定している。

70年代，タイでは日本企業の進出に反発

して日貨排斥運動が起きたが，その後，日

本は官民ともにさまざまな協力関係を築

き，現在の友好的な関係を実現してきた。

東アジア諸国との経済連携では，このよう

な歴史を踏まえ，相手国の抱える問題への

協力を織り込みながら，長期的に相互の共

存共栄をいかにして実現するかという戦略

的な発想が重要である。
（注６）これらの問題については，石田（2004）参

照。

（３）「重要政策課題」への共同の取組みを

このように考えてくると，東アジアにお

いて，共通する重要な政策課題は少なくな

い。すでにASEAN＋３の枠組み等におい

ても取り組まれてきているが，ここでは，

金融面での取組みについて触れておきた

い。

97年の通貨危機後，わが国は「アジア通

貨基金」構想を提案した。これは具体化に

は至らなかったが，その背景には，アジア

のブロック化を懸念する米国の反対があっ

たといわれる。しかしその後，00年５月の

ASEAN＋３首脳会議は「チェンマイ・イ

ニシアティブ」に合意し，相手国の通貨危

機時に通貨を融通する仕組みを構築した。

現在，ASEAN５か国と日中韓３国で，計

790億ドルの枠を二国間協定で結んでいる。

さらに，07年５月のASEAN＋３財務相会
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（２） 農業だけに限られない問題

このような，市場原理だけに委ねられな

い問題は，農業以外にもたくさんある。

アジア諸国とのFTAでよく問題になる

「人の移動」もその一つである。市場原理

を優先させるならば，発展途上国からの人

の流入を自由化させることが，労働コスト

の削減や人口減少への対応で有効であり，

消費者の利益になるし，企業にとっては株

主の利益になる。しかし，そうすべきだと

する意見はわが国では少数である。途上国

からの人の移動の急激な自由化は，多くの

失業者を生み出し，社会の大きな変化とそ

れに伴うコストを発生させ，日本の文化に

も大きな影響を及ぼそう。人の移動が自由

な世界は理想ではあっても，途上国を含む

この地域全体の発展のなかで，漸進的に取

り組むしかないことではないか。

資源・環境問題についても同様である。

貿易の自由化で産業が発展しても，その結

果，相手国で環境破壊や資源収奪的な弊害

が進むのでは，将来により大きなツケを残

すことになる。エビの大量養殖に伴うマン

グローブ林の消滅などはその典型例であ

り，FTAにおいては，そのような弊害を

防止するような考え方と相互の協力を盛り

込むことが望ましい。
（注６）

さらに言えば，単なる自由化では，相手

国の経済にとってマイナスになる場合もあ

りうる。マレーシアにおける自動車産業の

ように，発展途上国にはそれぞれ育成した

い産業があり，それぞれの発展の経路が描

かれているが，市場原理に委ねるだけでは，
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なくない。そのような限界は踏まえつつも，

本稿では，東アジアの経済連携と共同体構

想，そのなかにおける農業問題について，

必要な論点と筆者なりの主張を提示しえた

と思う。

繰り返しになるが，わが国は東アジア諸

国との経済連携を進めるにあたって，目先

の利害や「主導権争い」のような動機にと

らわれるのではなく，長い目でこの地域と

の共存共栄を図ること，そのために，積極

的な協力を行うという考え方を基本にすべ

きである。そして，食料問題や環境問題な

ど市場原理だけで律することができない問

題についても，この地域で共通の認識を作

りあげ，協力関係を深める方向を推進すべ

きである。そのような｢大人の戦略｣をとる

ことこそが，先に発展した国としてのわが

国がとるべき道である。
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議は，ASEAN全10か国と日中韓３国が参

加する，通貨危機に備えて外貨準備の一部

を一か所にプールする仕組みの創設で合意

した。この他にも，ASEAN＋３として直

接金融の育成を進めるためのアジア債券市

場育成イニシアティブ（ABMI）も包括的

な取組みとして進められている。

共通の政策課題としては，このほかにも，

格差是正と貧困・飢餓からの解放，環境問

題，教育問題，感染症対策，都市化と交通

問題など，たくさんのものがある。食料自

給率が低いのは日本，韓国，シンガポール

と限られているが，食料の安全保障も重要

な課題である。このような問題について相

互理解と共通認識を深め，協力を積み重ね

ることが，将来的には，東アジアにおける

共同体等のより高いレベルの地域構想具体

化の基礎になっていくであろう。

東アジア共同体をめぐる議論は極めて広

い範囲にわたる問題であり，本稿でそのす

べてを取り扱えたとはいえない。また，貿

易の分析も，非農業部門について一括して

概観するなど，より深めるべきところが少

おわりに


